








桑原桂 1)、松井由美子 2)、久保雅義 3)、石上和男 4) 
1) 新潟医療福祉大学 言語聴覚学科 
2) 新潟医療福祉大学 看護学科 
3) 新潟医療福祉大学 理学療法学科 
4) 新潟医療福祉大学 医療情報管理学科 
  
 
























【結果】2016 年度の参加大学は台湾から 1 校、フィリピ
ンから 2 校、日本から 3 校の計 6 校で、全参加人数は、
学生 87 名、教員 44 名であった。そのうち事例 14 には、
フィリピン人学生 6 名、日本人学生 3 名の合計 9 名の学
生とファシリテーターとしてフィリピン人教員 1 名、本学
教員 4 名の合計 5 名の教員が参加した。 













ースを作成したのが事例 14 である。この事例 14 は、今
年度から「連携教育用仮想事例教材」の在宅・地域支援系
教材として新潟連携教育研究センターのホームページ
（http://www.nrecipe.net/material/）から閲覧できる。 
難聴児を抱えるフィリピン人の母親支援の事例につい
てフィリピン人学生と共に英語で議論を行い、英語で意見
をまとめていった。フィリピン人学生は全員 5 年生で、実
習にて他職種間連携の経験もある。そのため、ICF（国際
生活機能分類）を使った支援評価を行い、日本において可
能なサービスに関して、日本人学生から情報を得ようと働
きかけてくる。その結果をホワイトボードや模造紙にして
まとめ、日本人学生は日本語で書き直しながら、互いの理
解を確認し合った。 
日本人学生はフィリピン人学生より人数が少なく、英語
での議論に不慣れなため、積極的に意見が言えず大変苦労
をしていた。また筆者がいるときは、通訳をしていたが、
通訳を介した意見交換は議論のリズムを崩し、難航しがち
になる。しかし、日本人学生たちにとって、外国籍の母親
がことばも通じない中、難聴児を育てる困難さと、グルー
プディスカッションを英語でやる困難さを重ね合わせ、外
国籍の母親に対して共感を得られたことは、今後、QOL
サポータとして働くうえで重要な体験であった。 
 
【考察】この事例のように外国籍の方が治療や支援を受け
に医療機関や支援機関を訪れる機会はグローバル化が進
んだ現在では、予想以上に多い。今回のようにフィリピン
人学生たちと実際にことばや文化の違いを感じながらの
グループ討議は難渋することが多かった。そのような中で
も情報共有がなされているかの確認を絶えず行う必要が
ある。昨年度はフィリピン人学生たちが主導となり、模造
紙、ホワイトボード等を使い、図示することで情報共有の
確認を視覚的に行い、日本人学生からの意見を今期強く取
り入れるように気を使っていた。 
 こうして、参加学生たちは自分の力で事例を通して協働
作業を行い支援策を検討し、まとめ、発表していく。この
事例では、情報共有の困難さを経験しながらも学生たちが
自ら工夫しながら、問題解決をはかり、最終日の発表につ
なげていった。この経験は実際の医療現場では自身がチー
ムの一員として協働作業を行っていく力となる。 
 
【結論】2016 年度に新しく導入された事例を通して、連
携総合ゼミの Pre-OJT としての役割に関して考察を行っ
た。参加学生たちの情報共有の工夫は、学生自らが生み出
したものであり、今後実際の臨床現場でチームの一員とし
ての役割を自身で考える時に役に立つと考えられる。 
 
 
